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本ニュースレターの内
容は、一般的情報を参
考のためのみに供する
ものであり、具体的な個
別の案件に対するアド
バイスが必要な場合は、
EY台湾にご相談くださ
い。本ニュースレターの
内容について、ご不明
な点などがございました
ら、いつでもサポートを
いたしますので、ご遠慮
なくお申し付けください。

► 今回お伝えしたいポイント

► 一般的な資金調達の方法

► 増資と融資のそれぞれの比較

► FIA申請手続き等の増資における基本的な手続き

► 融資における移転価格の問題

► 過少資本税制とは

► 資金調達に関連する源泉税と軽減方法について

► 前書き

台湾はこれまで、新型コロナウィルスの感染拡大抑止に成功している国の一

つとも言え、また、米中貿易戦争にもよって半導体を始めとした経済面におけ

る需要の増加に伴い、足元のGDP予測値は世界においても稀なプラス維持

となっています。これらの状況から、事業拠点として台湾の活用をあらためて

見直す企業も数多く見受けられます。また、日系企業においても、既存の台

湾子会社を利用した新たなビジネスの展開や事業の拡大のため、資金調達

のニーズが出てきています。

他方で、新型コロナウィルスによる経済的な影響を受けている企業も少なか

らずあり、財政再建を図るために資金調達を余儀なくされるケースもあります。

今回は、これらの昨今の状況を踏まえて資金調達についてまとめております。

今回の内容

資金調達の方法と関連する手続き及び税制について
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資金調達の方法とそれぞれの比較

資金調達の種類

資金調達の方法には大きく分けて、自己資本による調達(増資等)、または他人資本(融資借

入)による方法があります。この他にも、それぞれ金額の多寡はあるものの、政府や自治体

による投資等に対する助成金・補助金、資産の売却、債権の回収などの方法も考えられま

すが、今回は、増資と融資に絞り、それぞれの留意点をご説明します。

増資と融資のそれぞれの比較

増資、融資とも、調達先が自身と資本関係がある関連者(親会社など)なのか、または資本

関係がない相手なのか(例えば金融機関など)で、それぞれ2つの選択股があります。関連

者からの増資や融資は、調達先が関連者であるため、比較的実行しやすいと言えます。但

し、当該関連者の資金の状況や戦略によっては、関連グループ外に頼らざるを得ないケー

スもあります。それぞれの一般的な特徴または留意点を以下の通りまとめました。このうち、

下線及びアルファベット箇所については次ページ以降で解説をしています。

メリット

デメリット

留意点

増資 融資

関連者 外部 関連者 外部

• グループ内の
意思決定を踏
襲できる

• 返済不要／利
子不要

• 第三者の保証
や担保不要

• 返済不要／利
子不要

• 第三者の保証
や担保不要

• グループ外キャ
ッシュアウトが
ない

• 一般的に第三
者の保証や担
保は不要

• 手続きが比較
的シンプル

• 事務手続が必
要（董事会・株
主総会・FIA申
請・登記等）

• 事務手続が必
要（左記関連
者と同様）

• 親会社の同意
が困難

• 外部株主の意
向が介入する

• 返済が必要
• 利子負担

• 返済が必要
• 利子負担
• グループ外へ
のキャッシュア
ウト

• 担保の設定が
必要なケース
もある

• 外資：FIA申請
が必要

• 配当に源泉税
がかかる

• 外資：FIA申請
が必要

• 配当に源泉税
がかかる

• 移転価格の問
題

• 一年以上の外
資融資：FIA申
請が必要

• 過少資本税制
• 利子に源泉税
がかかる

• 利子に源泉税
がかかる

A

A

A A

D D

B D

A

C

D
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増資または融資で想定される一般的な留意点

A: 経済部投資審議委員会(投審会)へのFIA申請許可手続きについて

前ページの表の通り、関連者、非関連者を問わず、外国会社からの増資については、投審

会へのFIA許可申請手続き(FIAはForeign Investment Approvedの略称)が必要となりま

す。また、外国関連者からの一年以上の期間となる長期融資についても同様です。経済部

投資審議委員会は、中国語では投審会、英語ではMOEAICと略されます。外国からの資金

については、この投審会に対する申請と許可が必要となります。

増資の場合を例に、FIA許可申請手続きを含めた通常実施すべき手続きは以下の通りです。

タイムライン アウトライン 備考

3-5 days 事前意思決定・マネーロンダリング規制対応

株主総会または董事会(一人株主の場合)の開催

► 授権資本額の変更にかかる定款修正案 (必要な場
合)

授権資本を超える増

資を行う場合は予め

定款変更が必要

董事会の開催

► 増資スキームの決定

新株の発行条件や発

行基準日などを決定

10-15 days
経済部投資審議委員会

► 外国法人増資許可(FIA)

1-3 days 資本金送金

5-7 days
経済部投資審議委員会

► 増資資本金額の審査

10-15 days

登記主管機関

► 増資申請

► 定款変更申請

増資基準日及び定款

変更決議から15日以
内の申請が必要

7-10 days

その他

► 国税局への資本金額変更申請

► その他：市政府各局等への変更申請 (必要な場合)

※黄色箇所は、当局への申請を示します。また、上記タイムライン及びアウトラインは目安及び一
般的な手続きとなっており、資料の準備状況や当局の要請等によって変更となることがあります。

B: 移転価格の問題

外国関連者からの融資については、特に移転価格の問題に留意する必要があります。移転

価格とは、グローバル企業が海外の関連者と取引をする際の価格を言い、不当に台湾国内

企業の税額を低減するものでないか、台湾税務当局の税務調査の対象となることがありま

す(この詳細はJBS NEWSLETTER 2020.07号もご参照ください)。 融資については、支

払利息が伴うため、この利率の設定にあたり移転価格の面で留意が必要です。
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増資または融資で想定される一般的な留意点(続)

C: 過少資本税制とは

関係会社からの融資については、過少資本税制にも留意する必要があります。過少資本税

制とは、関連者からの負債のうち資本額の3倍を超える部分に対する支払利息については、

税務申告上、その損金の算入を認めないというものです。

損金算入
不可

損金算入可

当年度
関係人への
支払利息
合計

関係人負債と資本の
比率基準 (3:1)

関係人の負債が資本に
占める比率

1

例：
• 関係人の負債が資本に占める割合が4:1
• 当年度関係人への支払利息合計NTD2,500

⇒2,500×(1－3÷4)  =625 は損金算入できない

関係人への支払利息

終わりに

資金調達にあたっては、どこから、どのように調達するかによって、特に税務面、法令手続き

面において留意すべき点があります。今回は、その一部概要をお伝えしましたが、実際の調

達にあたっては状況により別途検討すべき要素も加わり、また、法令違反や不測の課税を

避けるためにも、資金調達前に会計事務所に相談をした上で資金調達を進めることをお薦

めします。弊所にもお気軽にお問い合わせください。

※上記の算定式及び例は、話をわかりやすくするため概要のみを示しております。実際の

検討にあたっては、例えば、関係人の範囲、負債の範囲、資本・純資産や利息の算定方法

など、詳細な検討要素があります。

＜過少資本税制 損金算入不可部分のイメージと例＞

D: 源泉税の問題

台湾源泉所得を構成する配当や利子については、国外への支払において源泉徴収を行う

必要があります。原則として税率はそれぞれ21%または20%ですが、日本への支払であれ

ば日台租税協定の適用によってこれを10%へ軽減することができます(この詳細はJBS NE

WSLETTER 2020.05号もご参照ください)。
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